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農学研究院等の概要 

 

部局名   九州大学大学院農学研究院 

大学院生物資源環境科学府         農学部 

生物環境利用推進センター         熱帯農学研究センター 

所在地   〒８１２－８５８１  福岡市東区箱崎６丁目１０－１     

   TEL  092-642-2802（庶務係） 
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環 境 方 針 

 

本研究院では、九州大学の環境方針の趣旨に沿って、地球環境の保全に寄与すべく研究を推進し、 

環境に配慮した実践活動に努めるものとする。 

 

九州大学環境方針 

基本理念 

九州大学は、地球未来を守ることが重要な課題であることを認識し、環境に配慮した実践活動 

を通じて、地球環境保全に寄与する人材を育成するとともに、地球に環境負荷を掛けない社会 

を実現するための研究を推進する。 

 

活動方針 

九州大学は、以下に掲げる活動方針に従って、環境目的、目標及び計画を定め、環境活動の実施 

状況を点検・評価することによリ、継続的環境改善を図ることとする。 

（環境マネジメントシステム構築） 

１．部局ごとに環境マネジメントシステムを構築し、環境に配慮した活動に積極的に取り紹むこと 

により、環境に優しいキャンパスの実現を目指す。 

（構成員） 

２．学生及び教職員は、本学に関係する事業者や地域住民とともに、環境に配慮した活動に積極的 

に取り組み、本学はこれを支援する。 

（環境に関する教育・研究の充実） 

３．地球環境に関する教育カリキュラム及び環境負荷低減のための研究を、総合大学としての特長 

を生かして充実させ、地球環境の保全に寄与する。 

（法令遵守等） 

４．本学におけるすべての活動において、環境関連の法令を遵守し、環境汚染の防止や温室効果ガ 

スの削減等に努める。 

（コミュニケーション） 

５．環境に関する情報を学内外に伝えるため、環境報告書を作成、公表する。作成にあたっては法 

令に関する重要な情報を虚偽なく記載することにより信頼性を高める。 

この環境方針は、すべての学生、教職員及び関係事業者に周知させるとともに、ホームぺージ等 

を用いて広く開示する。 
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組 織 ・ 体 制 

 
 

 全学で設けられた「環境保全管理員会」の下に設置された「環境広報部会」「環境教育部会」 

「資源エネルギー部会」及び「環境安全部会」の設置の主旨に則った組織・体制のより一層の充実に 

取り組み、環境に配慮していくことを目指します。 

 

【農学部における環境マネジメント体制】 

 

 
 
 

環境活動計画と目標  

 
 

本研究院では全学で設定された目標を達成するべく努力するとともに、冷暖房の温度設定による 

省エネルギー活動、「安全の指針」、ならびに留学生等向けの「Safety guide」を作成し、教職員・学

生に対する環境安全に関する啓発を行いました。 

 

部 局 長 

事 務 長 

副研究院長 

各センター長 各 部 門 長 

庶 務 係 （環境広報部会相当）       

 

 学 生 係 （環境教育部会相当） 

 

用 度 係 （環境エネルギー部会相当） 

 

農学系保全係 （環境安全部会相当）              
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環 境 安 全 教 育    

 

 本研究院では、２００８年に改訂した「安全の指針」を基に、２０１１年２月に英訳版「Safety  

guide」を作成し、外国人留学生、研究者に対する環境安全指導に活用しています。 
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環 境 活 動 

 
 

CO2の削減に貢献するべく、九州大学キャンパ

ス内から発生する支障木や剪定枝をチップ化

し、木質チップボイラーの燃料として利用する

「木質バイオマスの実演」を平成２３年５月１

６日と２０日の２日間行いました。 
作業終了後は、温泉施設の木質ボイラーを含

む施設見学を行い、見学には多くの人が参加し

ました。将来的には、左図のように大学を中心

として地域全体を巻き込んだ「環境と共生する

未来型キャンパスの創造」を目指して本格的な

取り組みを考えています。 
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環 境 に 関 す る 研 究  

 
農学研究院動物・海洋資源学部門アクアフィールド科学分野 鬼倉徳雄 

 
農学研究院動物資源科学部門アクアフィールド科学分野では、水圏生態系保全に関する研究を行っています。 
 

１．淡水魚類の分布ポテンシャルに関する研究 

現在、当研究室では 1995 年以降現在に至るまでの九州内で行った淡水魚類相調査結果を整理し、データベース

化をはかっており、現在までに約1200地点の情報を整理した（図１A）。そのデータベースは、純淡水魚類各種の分布

に関する情報と、河川長・河床勾配・周囲の土地利用などの非生物情報（環境情報）である。そして、各魚種の出現・非

出現情報を目的変数、各環境情報を説明変数としたモデルを構築し、各魚種の分布ポテンシャルを把握する試みを

開始した。 
 

一例として、タイリクバラタナゴの分布ポテンシャルマップを示す。この魚の原産地は中国、台湾、朝鮮半島であり、

1940年代に日本に持ち込まれたとされる国外外来魚である。環境省の外来生物法では要注意外来生物に指定されて

いる。在来希少種であるニッポンバラタナゴ（絶滅危惧 IA 類）と容易に交雑してしまうことが問題視されており、交雑集

団も含めるとその分布は急激に拡大し、現在ではほぼ日本全土に及ぶ。九州には在来種ニッポンバラタナゴの純系

集団の生息地が北部を中心に比較的広範囲に及んでいるものの、幾つかの河川においてタイリクバラタナゴの侵入

が確認されており、タイリクバラタナゴの分布拡散を予測することは九州内でのニッポンバラタナゴの保全上、極めて

重要な知見となる。 
 

本研究では、九州北西部の調査データに基づいてモデルを構築し、北東部のデータを当てはめてモデルの精度

を評価することを試みた。解析の結果、タイリクバラタナゴの出現は、河川長、河床勾配、川幅などの幾つかの環境情

報を説明変数とした数式で説明できることが明らかとなり、その説明力が極めて高かった。そのモデルを北東部に当て

はめた場合も説明力が高く、環境情報でこの魚の分布予測が可能となった。モデルによって予測された出現地点を地

図上に落としたところ（図 1B 黒丸）、佐賀平野、糸島半島、遠賀川下流域などで広範囲に及ぶタイリクバラタナゴの分

布ポテンシャルを備えたエリアが存在することが一目瞭然である。現在の分布は点在的であるが（図１B 白丸）、将来

的に本種の分布エリアが拡大する可能性を示している。 
 

このように、外来魚類を対象とした分布予測モデルの構築は、その分布拡散の予防と監視のために有効な手法とし

て期待できる。また、現在、絶滅危惧種を始めとした在来魚類の分布予測モデルの構築にも取り組んでおり、陸水の

生態系を保全するための技術として大いに期待される。 

 
 

図１）データベース化された調査地点（A）およびタイリクバラタナゴの分布の現状（Bの

○）と分布ポテンシャル（Bの●）． 
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環 境 に 関 す る 研 究 

 
農学研究院環境農学水環境学研究分野 平松和昭・原田昌佳 

 
農学研究院水環境学研究分野では，有明海・博多湾に代表される沿岸浅海域や，湖沼・貯水池・クリーク 
などの閉鎖性水域を対象に，水環境の現状評価・動態解析・将来予測に関する研究を行い，有機汚濁や富 
栄養化によって劣化した水圏環境の修復への貢献を目指しています。 

 
 

 
図1 有明海のノリ養殖の様子 
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図2 有明海湾奥部の潮流解析結果 

 
図3 富栄養化が進む農業用貯水池 
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図4 SOMによる水環境解析の結果 

１．有明海湾奥浅海域の流動解析 
九州北西部に位置する有明海は，日本の干潟面積の 4 割に当

たる 19,000ha 以上の干潟を有する．また，有明海は“豊饒の海”
とも呼ばれ，古来より様々な水産業が活発に営まれている．と

くに湾奥部の沿岸域では，ノリ養殖が盛んであり（図 1参照），

1999 年には生産量が 160,000t に達するなど，日本におけるノリ

の重要な生産地である．しかしながら，近年，窒素やリンなど

の栄養塩の欠乏によって，“色落ち”と呼ばれる品質悪化が大き

な問題となっている．その原因の一つとして，ノリ網の高密度

配置が挙げられる．一般にノリの成長には，潮流速の確保と栄

養塩の供給が重要な要因となるが，ノリ網の高密度配置がこれ

らを阻害し，良質なノリ養殖の妨げになっていると考えられて

いる．本研究で，数値シミュレーションを通じて有明海の潮流

による流れの特性や栄養塩の拡散特性を明らかにするとともに

（図 2 参照），ノリの成長速度と関連づけて定量的に解析して

いる．これらの知見を基に，ノリの成長度促進の観点からノリ

網の最適な配置方法について検討し，ノリの色落ち対策技術の

開発を目指している． 
 
 
 
 
２．富栄養化が進む農業用貯水池の水環境解析 
 わが国では，古くから農業用水源の確保のための貯水池（た

め池）が造成されてきた．貯水池は，単に灌漑用水源としてだ

けでなく，景観創出，親水空間，ビオトープなどの多面的な機

能を有する．しかしながら，近年では，生活雑排水，農業排水，

畜舎排水などを通じた環境負荷を原因とする水質汚濁の結果，

富栄養化と呼ばれる水環境の劣化が社会的な問題となり，貯水

池の多面的機能が失われている．そこで，福岡県内有数の農業

地域の一つとして知られる糸島地域を対象に，持続的かつ健全

な地域水資源の保全管理に資することを目的とした研究を行っ

ている．具体的には，富栄養化が顕在化する農業用貯水池（図 3
参照）において，①有機炭素，窒素，リン，植物プランクトン，

溶存酸素などを指標とした水環境モニタリングと現状評価，②

自己組織化マップ（SOM）などの高度なデータ解析手法を利用

した水環境の特徴抽出（図 4 参照），③水質予測モデルによる

水環境の解析・予測を行うことで，水環境劣化の原因メカニズ

ムを究明し，具体的な水環境改善策の提言を目指している． 
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 農学研究院等に係るごみ排出量 

 平成２２年度における本研究のごみ排出量は下記グラフのとおりとなっております。 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

過去の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

可燃ごみ １１６ｔ  

分別ごみ ３８ｔ  

古 紙 等 ４６ｔ  

合  計 ２００ｔ  

可燃ごみ 

分別ごみ 
１９％ 

古紙等 
２３％ 

５８％ 
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生 活 系 ご み 

 

平成８年から下記のポスターに示しているとおり、分別に取り組んでおり、 

その内訳は表のとおりとなっております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

古紙回収量 

 平成２２年度における古紙の回収量は下表のとおりとなっております。 

 

雑 誌 33,3354 kg  

段ボール 6,790 kg  

シュレッダー 3,706 kg  

古 新 聞 1,654 kg  

合 計 45,500 kg  

     

分別ごみ 単位(kg) 

不燃ごみ 83,87 

瓶 3,327 

飲料缶 1,313  

蛍光管 424  

金属くず 4,259  

ペットボトル 3,026  

発泡スチロール 17 

有害付着物 －  

実験系可燃物 17,263  

乾電池等 167  

雑 誌 
７３％ 

段ボール 
１５％ 

古新聞 
４％ 

シュレッダー 
８％ 
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「 環 境 月 間 」 行 事 

 
 

平成５年に制定された「環境基本法」において、６月５日を「環境の日」と定め、国、地方公共 

団体等において各種の催し等を実施することとされており、また、６月１日から３０日までの１ヶ 

月間を「環境月間」とし、環境保全活動の普及、啓発に関する各種行事等を実施し、国民一人ひと 

りが自らの生活・行動を見直していくきっかけ作りを目指すこととされています。 

 農学研究院等においても、「環境の日」「環境月間」の趣旨に沿った活動を行いました。 

 
 

農学研究院構内おける環境美化活動 

農学研究院においては、全教職員及び学生を参加対象者とした構内美化活動（清掃、雑草除去） 

を､平成２３年６月に数回に分けて実施しました。多くの教職員、学生が美化活動に汗を流しました。 

また、この環境美化活動により大量に発生した刈草については農学部附属農場に搬入され、果樹園の 

マルチング材として利用した後、土へと還元させることにしました。 
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